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戦争，1904 － 05 年）。
　日本は開戦に際して戦費の不足を懸念し，外国に向けた債券によって充当しようと図り，
英国及び米国の経済界からの支援により 1千万ポンドの資金を調達して戦闘を続けた。そ
れでもなお，国力を日本対ロシアで比較すると，1年分の歳入は 2億 5千万円対 20 億円，
陸軍兵力は 20 － 25 万人対 2百－ 3 百万人，海軍艦艇の総重量では 26 万トン対 80 万トンと，
その差は大きかった（4）。その結果，陸では満州軍（総司令官は大山巌・大将）が苦戦を重
ねた末，奉天（現在の瀋陽）でロシア軍（総司令官はクロパトキン大将）を敗走させた（奉


















































（6） 池井優『増補　日本外交史概説』慶応通信，1984 年，92 頁。



























げていたことに脅威を抱いていた）と共に派兵に踏み切った（シベリア出兵，1918 － 22 年）。
















































従い，反共クーデター（1927 年 4 月）に踏み切り，国民党と共産党の関係は断絶した（16）。
しかし，幣原に代わった田中義一・首相兼外相（陸軍大将）は山東省に居留する日本人を








　そして国民党は 1928 年 6 月，張作霖の軍隊を破って北京に入城した。これに際して，
関東軍（参謀の河本大作・大佐）は，張を利用して満州に勢力圏の拡大を図る方針に見切
りをつけ，張が関東軍による強い説得に応じて北京から奉天に引き上げる途中で爆殺した














づき，関東軍は 1931 年 9 月 18 日，奉天付近の鉄道線路を自ら爆破し，これを中国側から
の攻撃と訴えて軍事行動に踏み切り，約半年間で満州を制圧した（満州事変）。関東軍は
当初，自ら満州を直接支配する構想も検討したが，陸軍省や参謀本部が強く反対したため，
















































党幹部）を首班とする政権（新中華民国政府）を南京に樹立した（1940 年 3 月）が，中
国の民心から支持を得ることは難しかった。さらに日本陸軍は，東南アジア及び太平洋方
面に進出して軍事資源（石油等）の確保を図り，フランスの植民地であったインドシナ（現























は独ソ戦に突入し（1941 年 6 月），松岡の構想は崩壊した。
　この事態に際し，近衛首相は対米関係の改善を図って松岡外相を交代させたが，日本の
陸海軍は対米戦争に備えて石油等の確保を目指し，フランス領インドシナの南部に進駐し
た（1941 年 7 月）。これによって米国の対日姿勢は一層厳しいものとなり，米国は同年 8
月，日本に対する石油の輸出を全面的に禁止し，英国（チャーチル首相）もこれに同調し







日本が 0.52 バレルに対して米国が 383.60 バレルと約 740 倍に上っていた（26）。これに加え







（26）石油天然ガス・金属資源機構「石油天然ガスレビュー」2006 年 3 月。
（27）黒野耐『日本を滅ぼした国防方針』文芸春秋社，2002 年，235 頁。
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　1941 年 12 月 8 日，日本海軍の機動部隊はハワイ・オアフ島のパールハーバー（真珠湾）
に位置する米海軍の基地を急襲した。そして，多数の米軍艦に大打撃を与え，英米側との
戦争に突入し，第 2次世界大戦の当事国となった（30）。さらに同月の 10 日には，やはり海
軍の航空部隊がインドネシア・マレー沖で英海軍の主力戦艦 2隻を撃沈した。これに続い
































厚装甲 50 ミリで国産として初めて対戦車用カノン砲を搭載したものの，その口径は 47 ミ
リに過ぎず，生産台数も 570 台余りに留まっていた。これに対し，米軍のM4シャーマン
戦車は 75 ミリの最厚装甲に加えて搭載する砲も 75 ミリと一式中戦車の 2倍に近く，5万
台以上も生産されていた（33）。次に，海軍でも，1940 － 45 年における主力軍艦の建造数は
日本の 190 隻に対して米国は 799 隻と約 4倍に上っていた（34）。また，同じ期間における












さを増していた（37）。さらに米軍は，1945 年 3 月にフィリピンを奪回すると，同年 6月に
は沖縄を手中に収め，原子爆弾を同年 8月 6日に広島，同 9日に長崎に投下して大被害を
及ぼした。そして翌 10 日，ソ連軍は中立条約を破って満州国と朝鮮半島に侵攻した。こ
のような戦局の中，日本政府（首相は鈴木貫太郎・元海軍大将）は戦闘の継続を断念して





















































（44）大橋武夫・法務総裁の答弁。『第 12 回国会参議院平和条約及び日米安保条約等特別委員会会議録第 20 号』




が朝鮮半島に兵員・物資を輸送するために多数往来し，その数は 1951 年には延べ 3562 隻
に達した。また，同地の基地では，日本人の労働者が弾薬の輸送に従事し，その数は同年
11 月に 10 万人以上に上っていた（45）。また，大阪府の某会社は，1952 年から密かに米軍

























　また，この時期，中国と台湾との間で武力紛争が頻発する（1955 － 58 年）と，米国は
海軍部隊を派遣して台湾を支援した（50）。一方，日本政府は米国との間に結んだ安保条約
（45）志岐叡彦『年表・佐世保港』年表・佐世保港刊行会，1995 年，121 頁。
（46）『朝日新聞』2018 年 8 月 11 日，2019 年 2 月 2 日。
（47）同上，1956 年 12 月 19 日。
（48）香西茂『国連の平和維持活動』有斐閣，1991 年，85-87 頁。
（49）藤山愛一郎・外相の答弁。『第 30 回国会衆議院外務委員会議録第 19 号』1958 年 10 月 27 日，3頁。
（50）平松茂雄『台湾問題　中国と米国の軍事的確執』勁草書房，2005 年を参照。
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神奈川県の相模原に米陸軍の設けた補給廠では，1965 － 73 年（この年，米軍がベトナム







（51）『第 34 回国会衆議院日米安全保障条約等特別委員会議録第 4号』1960 年 2 月 26 日，9頁。
（52）外務省公開文書，『朝日新聞』2010 年 7 月 8 日。
（53）前掲書『アメリカの戦争と日米安保体制』104-112 頁，『朝日新聞』1964 年 11 月 5 日。









1970 － 80 年代の戦争と日本






























本政治学会編『年報政治学：危機の日本外交―70 年代』岩波書店，1997 年，79-95 頁を参照。
（60）『朝日新聞』1980 年 1 月 30 日。
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　さらに，同時期の中近東では，イランとイラクが長期間の戦争を続け（1980 － 86 年），
米国はイラクを支援して介入し，イランと交戦していた。その間，ペルシャ湾にイラン，





























 （2019.11.20 受稿，2020.2.15 受理）
（66）大沼久夫（共愛学園前橋国際大学教授）の見解。『朝日新聞』2019 年 2 月 2 日。
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〔抄　録〕
　20 世紀前半の日本は，対外戦争による勢力圏の拡大・維持を図った。その際には，海
上大国（英国から米国に代わる）」と「陸上大国（ロシア，後のソ連）」との対立を利用す
る，あるいは両大国の双方と協調する，と，状況に応じて手段を使い分けていた。こうし
た動きに両大国は警戒を強め，日本による勢力圏拡大の抑止に乗り出した。これに日本は
反発して戦争を続けた。しかし，戦争の長期化は日本の国力を低下させ，両大国に挟撃さ
れて敗北した。
　第 2次世界大戦後の日本は，米国の勢力圏下に入り，国外での武力行使を控えるように
なった。その一方で，米軍の活動には，基地・施設の提供及び物品の供与等多大な支援を
続け，国際紛争に関して一定程度の自主性も示した。しかし，米国からの軍事面での協力
を強化する要求は続き，日本はそれに応じ続けることとなった。
―231―
水野　均：20 世紀の日本と戦争
